
◇会計の種類と決算歳出規模

　○一般会計の決算

総額　4,136億1,264万円

総額　4,027億5,880万円

　○特別会計の決算

　○公営企業決算

 ◇令和５年度歳入決算額　4,136億円

〔歳入の内訳〕 （　）内は前年度の数値

　自主財源 1,623億円（1,600億円）

⇒市税や施設の使用料など、地方自治体が自主的に収入できる財源

市税 1,281億円（1,255億円）
市民税 628億円（620億円）

個人市民税 542億円（529億円）
⇒給与収入などに応じて納めていただく住民税

法人市民税 86億円（91億円）
⇒市内に事業所がある法人に納めていただく税

固定資産税 461億円（448億円）
⇒土地や家、ビル等を持っている方に納めていただく税

都市計画税 89億円（86億円）
⇒市街化区域内に土地や家などを持っている方に納めていただく税

市たばこ税 55億円（54億円）
⇒市内でたばこを買った方に納めていただく税

その他の税 48億円（47億円）
⇒軽自動車等を保有している方に納めていただく税など

使用料・手数料 84億円（83億円）
⇒利用者などに負担していただく料金収入（市営住宅や市の施設の使用料など）

その他 258億円（262億円）
⇒宝くじ販売による収入や、市の財産の売却や貸付による収入など

　依存財源 2,513億円（2,485億円）

⇒事業の内容等により国や県から交付される財源や施設等の整備のため借り入れる財源

国県支出金 1,357億円（1,330億円）
⇒特定の事業に対して、国・県から使いみちを指定して交付されるお金

地方交付税 568億円（524億円）

譲与税等 285億円（290億円）
⇒いったん国税や県税として徴収し、配分されるお金など

市債 303億円（341億円）

令和５年度の決算概要

　各会計の歳出規模

≪福祉、医療、教育や道路・公園整備など基礎的な行政サービスを行う会計です≫

2,339億円 2,285億円 54億円 15億円 39億円

歳出

歳入

≪国民健康保険会計や競輪事業会計等、特定の事業を特定の収入によって行う会計です≫

歳入A 歳出B 差引C=A-B 繰越額D 実質的な黒字額（実質収支）E=C-D

534億円 476億円 58億円

≪水道や下水道、病院、電車など、民間企業と同じように運営している会計です≫

収益的収入A 収益的支出B 差引C=A-B

　一般会計の歳入決算額（収入）

⇒地域ごとの状況の違いによって地方税収の差などを調整するため、国から交付されるお金

⇒道路や公園等の整備のために借り入れるお金や、地方交付税の代わりに借り入れるお金

一般会計の歳入決算額は4,136億円となり、

前年度と比べ51億円の増額となりました。

自主財源のうち市税は、納税義務者数や所得

金額の増等に伴う個人市民税の増や、大型マ

ンションの新規課税を含む家屋課税棟数の増

等に伴う固定資産税の増収等により1,281億

円、対前年度で26億円の増となり、過去最高

となりました。

翌年度に繰り越すべき

財源（繰越額）

44億930万円

実質的な黒字額

（実質収支）

64億4,454万円

歳入－歳出

108億5,384万円
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 ◇令和５年度歳出決算額　4,028億円

○性質別経費（歳出を経費の性質に着目して分類したもの）

〔歳出の内訳〕 （　）内は前年度の数値

　義務的経費 2,418億円（2,366億円）

人件費 818億円（858億円）
⇒市役所で働く職員の給料、退職金などの経費

扶助費 1,241億円（1,156億円）
⇒生活に困窮する人の支援や児童福祉などの経費

公債費 359億円（352億円）
⇒公共施設を建設するときなどの借入金の返済金

　投資的経費 460億円（448億円）

普通建設事業 428億円（420億円）
⇒道路、公園、学校などを整備、建設する経費

災害復旧事業 33億円（28億円）
⇒公共施設等の災害復旧に要する経費

　その他経費 1,150億円（1,180億円）

物件費 476億円（517億円）
⇒市の施設を管理する経費やシステム管理の経費のほか、消耗品や備品などの経費

繰出金 306億円（297億円）
⇒特別会計や企業会計に対し、一般会計から拠出する経費

補助費等 215億円（242億円）
⇒公益性の高い団体や事業などに対する補助金や負担金など

その他 153億円（124億円）

○目的別経費（歳出をサービスの目的で分類したもの）

※令和6年3月31日時点における熊本市の人口（729,326人）

○実質公債費比率 ○将来負担比率 ○経常収支比率

○市民一人あたりの市債残高 ○財政力指数 ○資金不足比率

（注）括弧内は前年値。「指定都市平均」は各市の指標を単純平均したもの。

　一般会計の歳出決算額

目的別
決算額

A

参考　令和４年度

市民1人あたり 構成比 決算額　B Ａ－Ｂ

111億円

教 育 費 学校教育、生涯学習、スポーツ振興などに要する経費 659億円 90,357円 16.4% 691億円 ▲ 32億円

民 生 費 子育て支援や高齢者・障がい者福祉などに要する経費 1,655億円 226,922円 41.1% 1,543億円

23億円土 木 費 道路、公園、河川、下水道整備などに要する経費 442億円 60,604円 11.0% 419億円

8億円

総 務 費 市役所の管理運営、広報、防災活動などに要する経費 386億円 52,926円 9.6% 345億円 41億円

公 債 費 借入金の返済に要する経費 360億円 49,361円 8.9% 352億円

▲ 63億円

商 工 費 商店街の活性化や観光の振興などに要する経費 72億円 9,872円 1.8% 98億円 ▲ 26億円

衛 生 費 健康づくりの推進、ごみ処理、環境保全などに要する経費 255億円 34,964円 6.3% 318億円

▲ 28億円

消 防 費 消防や救急活動などに要する経費 87億円 11,929円 2.2% 86億円 1億円

災 害 復 旧 費 公共施設等の災害復旧に要する経費 39億円 5,347円 1.0% 67億円

合　　　　計 4,028億円 552,291円 100.0% 3,994億円 34億円

0億円

そ の 他 議会運営などに要する経費 18億円 2,468円 0.4% 19億円 ▲ 1億円

農 林 水 産 業 費 農業や水産業の振興などに要する経費 55億円 7,541円 1.4% 55億円

　熊本市の財政状況

20市中
７番目

20市中
13番目

20市中
5番目

20市中
12番目

20市中
19番目

全ての対象会計について、資金不足0

民生費は、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業の増により、前年度と比べ、111億円増加しています。

衛生費は、新型コロナウイルスワクチン接種経費等の減により、前年度と比べ、63億円減少しています。

一般会計の歳出決算額は、4,028億円となり、

前年度と比べ34億円の増額となりました。
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